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歴史的資源を活用した観光まちづくり推進事業

事業目的・背景・課題

事業内容

事業スキーム

事業イメージ

〇2023年３月末に閣議決定された観光立国推進基本計画に基づき、官民が連携して古民家等の歴史的資源を観光まちづく
りの核として再生・活用する取組について、令和７年までに 300 地域に拡大するとともに、地域の高付加価値化を目指
す面的展開地域を50 地域展開する必要がある。このため城や寺社等における宿泊・滞在型コンテンツを軸に、周辺の資
源を面的に活用した観光コンテンツの造成等を図り、魅力的な観光まちづくりを進める。
○令和5年度に実施するSPCスキーム等のフィジビリティを活かし、SPCスキーム等を活用した民間投資を促すとともに、
自立した地域経営の確立を促進し効果検証する必要がある。

・事業形態：調査事業（初動事業化・地域経営モデル）
間接補助事業（受入環境整備・大規模改修）

・事業期間：令和元年度～

１）調査事業（10/10）

初動事業化 ：最大1,000万円×８地域[①]
地域経営モデル：最大2,000万円×６地域[①､②]

①観光まちづくりにかかる専門家派遣による伴走支援
②歴史的資源等活用した地域経営確立のモデル創出
③指標地域実証及び取組展開地域調査

２）補助事業
受入環境整備(1/2)：最大2,000万円×3地域[①]
大規模改修 (1/2)：最大2億円×5地域[②]（面的展開で特に優良）

①城や寺社、古民家、モダン建築等を活用した宿泊等整備
②歴史的資源の面的活用等にかかる大規模改修

モダン建築の環境整備専門家による伴走支援 保存・活用が進む歴史的街並み

地域金融・ファンド等

SPCスキーム等を活用した地域経営体制

公共施設・文化財
等

民間物件

観光産業

所有者 中間支援 事業

不動産管理、まちづくり(地域経営)会社
（SPC/DMC）

地域経済団体 国・自治体

建物所有者

自治体

DMO/商工会/農協
漁協/森林組合等

出資、補助等

地域経営戦略の立案・実行/施設・サービスの開発・管理/
ブランディング・マーケティング/外部企業・人材連携 など

出資、人材出向、
包括連携協定

融資・出資返済・配当

宿泊・飲食
体験・物販
等

賃貸借・クオリティ管理
・販促等

施設整備
指定管理
・賃貸

指定管理・賃料

貸付or
売却

保存管理・賃料

農林水産業、景
観（自然資源）

商品開発・
マーケティング・販

売等

伝統工芸
伝統文化
美術館

商品開発・
販促等

連携・
送客

連携・
送客

賃料


